◆坂本徳仁・森悠子「普通学校に通う聴覚障害児童の学力決定要因について」
■報告要旨（2,000字以内）［註、文献、図表等も含む］

以下では、本報告の要旨を（１）研究背景・目的、（２）研究方法、（３）研究成果、といった３つの部分に分けて記すこととする。

（１）研究背景・目的

2005年に日弁連が提出した「手話教育の充実を求める意見書」に見られるように、聴覚障害教育の中に積極的に手話（ここでは、自然言語としての手話、対応手話の両方を含む）を取り入れようとする動きがある。従来の聴覚障害児における教育法では、聴覚口話法（児童の残存聴力を活用し、音声言語と書記言語の獲得を重視して教育する方法）が主流であったが、①音声言語を体得できる者が極端に少ない上、体得できたとしても聴者と意思疎通ができない、②聴覚障害をもつ児童の学力は聾学校高等部卒業時点で小学生中～高学年程度しかない、という二つの問題から国内外において手話を用いた教育法が提唱され実践されてきた。しかしながら、国内外の研究において、手話を主体とした教育法の基礎学力ないし言語力向上効果をデータを用いて確認しようとした研究は少なく、現在の日本における聴覚障害児全体の学力の実態すらも明らかではない。手話を主体とした教育方法を除く各教育法については、国内外において、その学力向上効果を単純な比較分析で確認しようとする研究が多数報告されているが（Cf: Luckner, J.L., et al. 2006）、①小サンプルかつ１時点の分析で体系的な知見を獲得できるような研究ではないこと、②学力に関わる様々な要因（家庭・教育環境など）を無視していること、という２つのバイアスが存在し、教育手法の学力向上効果を確定できる水準にはない。したがって、本研究では、これらの問題を明示的に扱うために、全国難聴児を持つ親の会の協力のもとで得られたマイクロ・データを使用して、①普通学校に通う聴覚障害児の学力決定要因、②基礎学力向上の効果が認められる教育法、の二点を明らかにすることを目的とする。

（２）研究方法

全国難聴児を持つ親の会に加盟する各団体の協力のもとで、質問紙調査を実施し、得られたデータを用いて分析を行なった。質問紙調査の対象となる会員の条件は、小学校5年生以上高校3年生以下の児童をもつ保護者で、該当者389名に対して質問紙を送付し、そのうち156名の質問紙を回収できた（回収率40.1％）。また、今回の質問紙調査に協力を表明した全国難聴児を持つ親の会に加盟する団体は25団体であった。対象者に送付した質問紙の内容は、①児童の身体的状態（年齢、聴力、補聴器・人工内耳の使用時期など）、②児童の教育状況（通学時間、学級規模、就学前の教育状況、就学後の教育歴、教育上の使用言語、統合教育における配慮、学外での学習時間、塾・通信教育の有無など）、③児童の家庭環境（漫画・テレビ・パソコン・携帯の使用状況、起床・就寝時間、家庭内での言語使用状況、親の学歴や所得など）、④児童の成績（学校の成績表の結果および全国学力テストの成績）で構成されている。回収した質問紙からマイクロ・データを構築し、統計的な処理を施して、（１）児童の成績に影響する要因は何であるのか、（２）児童の学力を上げるためには、どんな状態の児童に対してどんな教育法が有効であるのか、といった問題を分析した。

（３）研究成果

順序ロジスティック回帰分析の結果、以下の三つの事柄が明らかになった。

１）聾学校幼稚部時代に手話を使用していた児童の成績よりも、そうでない児童の成績の方が良い傾向にある。ただし、口話ベースの教育のおかげで児童の成績が伸びたのか、手話を使用する幼稚部の教育方法が未熟であったために児童の成績が伸びなかったのか、現時点で判断することはできない。

２）学校外での学習時間が多くなるほど児童の成績は良くなる傾向にある。とりわけ、高校生のサンプルを加えた分析において有意性が高くなり、学習時間が高年齢の児童の学力と強く相関していることが考えられる。

３）普通学級での授業における配慮（ノートテイクや手話通訳を付けること）は児童の成績に良い影響をもたらす。ただし、配慮そのものに児童の成績向上効果があるのか、児童への配慮を行なうような学校の熱意や理解が児童の成績に良い効果をもつのか、今回の分析に使用したデータからは各々の効果を分離して分析することはできない。

この他、限定的な結果ではあるが、①児童の残存聴力、②学習向け教材の購入数、③父親の学歴といった要因が児童の成績に正の効果をもち、①難聴学級・通級指導教室の利用、②片親家庭といった要因は児童の成績に負の効果をもつということが示唆された。
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